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PART III 緊急整備事業 
 

14．ジュバ港整備事業 

 

(1) プロジェクトの選定 

事前調査時の JICAと南部スーダン政府との協
議結果に従って、運輸・交通分野における緊急

整備事業として、ジュバ港整備事業を計画した。 
本事業は、ジュバ市基盤整備計画の港湾整備分

野における短期計画として位置付けられる事

業である。 
 

(2) 設計方針 

 
1) 位置 

 
次の候補地のうち、現ジュバ港位置を選定した。 
・ 旧港：現在は河川の自然条件が船舶の運航

に不適当な状況となっており、旧港の修復

には大規模な河川工事を要する。 
・ 現港：河川条件やアクセスに問題はなく、

短期間で工事を行うことが可能である。 
・ 新港:市街地の南方約 20km地点とナイル川
東岸が考えられるが、いずれも現在、市街

地へのアクセス道路がない。 
 
2) 施設の規模 

 
クレーンを備えた長さ 35m の接岸施設を計画
する。規模の決定にあたり考慮した点は次のと

おりである。 
・ 対象船舶：全長 35mのバージ。 
・ 輸送需要：2015 年で、7,400～9,000 トン／
月と予測される。 

・ 港湾施設の容量：貨物の積み下ろし用にク

レーンを設置した長さ 35mの接岸施設の場
合、7,500トン／月、クレーンを設置した長
さ 70mの接岸施設の場合、9,000トン／月。 

近い将来、接岸施設を 70m に延伸するのが望
ましい。 
 

 

 

 

 

(3) 施設計画 

 

1) 繋留施設 

 形式：鉛直杭の上に床版の上部工を設置し

た直杭式横桟橋。この形式は、施工が

容易、工期が短い、接岸時の船舶への

波の影響が少ないという利点がある。 
 長さ：バージ長に合わせ、35m 
 幅 ：乾期水深 2.2mを確保するため、16m 
2) 荷役作業場 

長さ 35m、幅 30m の平場を設ける。幅はク
レーンの設置とトラックの転向の必要幅。 
幅 30mのうちの 16mは繋留施設の床版を使
い、残り 14m は繋留施設背面の河岸を掘削
して造成し、セメント安定処理路盤と 2層式
瀝青表面処理を施す。 
3) 荷捌き施設 

貨物の積み込み･積み下ろし用に、発電機を

備えた門型クレーンを設置する。クレーンの

仕様は次のとおりである。 
・ 定格荷重:1.5トン 
・ スパン：15.4m 
・ 揚 程：4.0m 
・ 片持ち長：6.5m（バージ中央に到達するた
め、有効長 6.0m） 

4) もやい施設 

 4本の繋船柱を設置する。 
5) 倉庫 

 4mx4mの燃料貯蔵庫及び4mx4mの荷役道具
保 管庫をレンガ造で建設する。 
6) アクセス道路 

荷役作業場から市内幹線道路までのアクセ

ス道路を改良する。 
・ 延長：約 600m 
・ 横断面構成： 
車道：3.5m/車線 x 2車線 
路肩：1.5m x 2 
側溝：上幅 1.5m、底幅 0.8m、 
      高さ 0.7mの素掘り側溝。 
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(4) 施設配置計画 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施設配置 

繋留施設構造 

 8×2.000＝ 16.000

Steel Deck 　1000×2000×208

Main Beam H-350×350×12×19

Approach Slab Upper Cross Beam 　[-300×90×12×16 Bollard

Gabion Lower Cross Beam [-200×80×7.5×11 Fender

Bracing ∟-100×100×10 "A"

1.200

　[-300×90×12×16

Pile H-300×300×10×15

L＝11.000m

0.930
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(5) 建設計画 

 

1) 実施工程 

実施工程を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2) 事業の進捗 

2007 年 2 月末の累積の工事進捗状況は見直し
後計画の 77.0%に対して 68.0%である。 
 

(6) 運営・維持管理計画 

1) 点検計画 

点検項目、頻度を以下のように提案する。 
 
① 桟橋式係船岸の点検項目 
点検の対象変状 位置 点検項目 

腐食 杭 腐食状況、肉厚 

ひび割れ エプロン ひび割れ状況（剥離・損傷）

破損・沈下 渡版 沈下、移動、損傷状況 

 
② 桟橋式係船岸の定期点検の項目と頻度 

位置 点検項目 点検頻度 

杭 腐食状況肉厚 2年に 1回 
5年に 1回 

エプロン ひび割れ状況 2年に 1回 

 
③ ホイストを含むクレーン設備 
ホイストを含むクレーン設備は、荷役の根幹

となる設備であるため、設備の故障は荷役作

業にとって致命的となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
従って、これらが、安全に故障せず稼動でき

るよう定期的な維持管理が求められる。 
 
今回の荷役設備で求められる点検項目と頻度

更新等は、スーダンでの法規、設備の機器・

部品の調達・メンテナンスの状況など勘案し

て定めるべきである。 
 
④ 船舶接岸時における所定の水深の確保 
桟橋（エプロンを含む）や設備が健全であっ

ても対象船舶である 500DWT バージが必要と
する喫水を常時確保する必要がある。 
従って、定期的な水深の確認と堆砂した場合

の維持浚渫等の対策も必要である。 
 
2) 運営・維持管理計画 

参考として、本調査における運営・維持管理計

画に関する検討結果を以下に述べるが、具体的

な詳細計画は、南スーダン政府によって決定さ

れるべきである。 
 

① 運営・維持管理組織 
本事業で建設された港湾施設の運営・維持管

理は、River Transport Corporation (RTC)により

Year
Work Item Month 11 12

Construction Work
Transportation of Equipment and Materials

Bidding and Contract Bidding Contract

1

Procurement of Equipment and Materials

Preparation of Detailed Design and
Bidding Documents

6 7 8 9
Planning

? ?

Mobilization

Excavation and Earth Retaining
Survey

Piling for Pier

Deck Installation
Election of Structure

Installation of Crane
Earth Work of Access Road

Demobilization

Miscellaneous Works

Pavement of Cargo Yard & Access Roa
Side Ditch Excavation

Technical Transfer for Maintenance

2 4 5
2006

3 2 3
2007

10

実施スケジュール 
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行われることが想定される。運営管理、荷役

業務、維持管理業務等があるが、このうち、

荷役業務については、直営で行う場合とPrivate 
Sectorに委託する場合が考えられる。後者を想
定した場合の組織を次のとおり提案する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

維持管理組織計画案 

 

 

② 運営・維持管理コストおよび料金収入 
 
運営・維持管理費及び予想される料金収入 

項 目 USD/㌧ USD/年 
人件費（General 
Management） 

0.57 50,625

人件費（Operation） 4.32 388,125
事務所運営費 0.31 27,450
燃料費（Crane） 0.15 13,500

運
営
費 

合計 5.35 479,700
人件費（Inspection） 0.23 20,250
繋留設備維持管理費* 0.08 6,777
荷役設備維持管理費* 0.25 23,138
水域維持管理費* 0.15 1,350

維
持
管
理
費 合計 0.71 63,665

料金収入（想定） 415 37,350,000
* 材工込み 
 

想定される年間貨物取扱量から逆算される運

営・維持管理費合計は 6USD/㌧程度であり、現
在の料金収入は 415USD/㌧と見積られること
から、将来的に運営・維持管理に掛かる経費を

現在の料金収入体系で賄うことは充分可能で

ある。 
 
③ 維持管理項目 
点検項目・頻度および異常が認められた場合

の補修項目を次に示す。    
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般点検 詳細点検 異常時点検

岸壁法線 法線の異常なずれ 1回／週 1回／2年 -

主桁 変形、損傷、腐食、溶接部の割れ 1回／週 1回／2年

桁受材、横構等の部材 変形、損傷、腐食、溶接部の割れ 1回／週 1回／2年

上記以外の主要部材 変形、損傷、腐食、溶接部の割れ 1回／月 1回／2年 -

ボルト等 脱落、損傷、腐食 1回／週 1回／2年 同上

覆工版 変形、損傷、腐食、がたつき、隙間、段差 1回／週 1回／2年 -

防舷材 変形、損傷 1回／週 1回／2年 交換

係船柱 変形、損傷 1回／週 1回／2年

渡版 損傷、がたつき、隙間、段差 1回／週 1回／2年

エプロン 舗装 沈下、ひび割れ、段差 1回／週 1回／2年 同上 補修

定格荷重による旋回／走行動作 1回／月 1回／年 - 修理

車輪・レール 変形、損傷、腐食、異物の噛みこみ 1回／週 1回／年 補修、交換

支柱・ビーム等 変形、損傷、腐食、溶接部の割れ 1回／週 1回／年 部材補強、交換

ボルト ゆるみ、脱落、損傷、腐食 1回／週 1回／年 交換

ホイスト本体 異常振動／異常音／異常温度上昇 1回／週 1回／年 部品交換

巻過防止装置 異常動作 1回／週 1回／年

過負荷警報装置その他の警報装置異常動作 1回／週 1回／年

ワイヤロープ及びつりチエーン 損傷 1回／週 1回／年

フツク、グラブバケツト等のつり具 損傷 1回／週 1回／年

配線、配電盤及びコントローラー 異常動作 1回／週 1回／年

桟橋前面河床 所定水深（堆砂の有無） 1回／月 1回／2年 同上 維持浚渫

交換

部材補強、
改築、補修

補修、交換

補修、交換

事故等の
異常事態
発生時

同上

事故等の
異常事態
発生時

同上
クレーン
設備

係
留
設
備

桟橋
本体等

荷
役
設
備

点検項目
点検頻度

水域施設

設備全体

構造部材

施設・設備 部位 補修項目等
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15．給水施設整備事業 

 
(1) 事業概要 

 

1) 事業形態の選定 

下に示す観点から給水分野におけるパイロッ

ト事業として、地下水を水源とするレベル 2
給水システムを選定した。 
- パイロット事業はその緊急の必要性を満た
すために、短期間に実施される基本的な施設

の緊急復旧事業である。白ナイル川の水を水

源とする給水システムは、規模が大きすぎる

ためパイロット事業としてなじまない。 
- 給水開発における南スーダン政府の基本方
針は、都市およびその周辺での給水は管路を

有するレベル 2 以上の給水システムを適用
するとしている。 

 

2) 計画対象位置と給水人口 

既存資料や電気探査からMunuki地域において
井戸設置可能位置はMunuki北部のみと判断さ
れた。したがってムヌキ北部に於いて人家が疎

らでかつ既存井戸との地下水位の相互干渉の

影響をきたさない距離にある地点で、電気探査

で地下水を賦存する可能性が高いとされた地

点を選定して、井戸設置候補地とした。 
取水可能量が限られることから、給水システム

も Munuki 地区内に設置し、Munuki 地区内の
一部住民に給水する。 
取水可能量が井戸 1本当たり 20～30ℓ／分と推
定されることかえら、給水人口を 2、300人と
し、給水原単位は 13～20ℓ／日／人を適用する。 
 

3) 事業内容 

本事業の内容は次の通りである。 
- 水中モーターポンプおよび発電機付きの深
井戸 2本の建設 

- 井戸から高架水槽までの送水管の埋設 
- 高架水槽の建設 
- 高架水槽から公共給水栓までの配水管の埋
設 

- 8 箇所の公共給水栓の建設と各給水栓への 3
個の蛇口設置 

 

(2) 給水施設の設計 

図に概要を示す。 
 
(3) 施工 

1) 実施工程 

主な実施計画は下記に示す８項目である。 
① 井戸掘削 
② 揚水試験 
③ 潜水ポンプ設置 
④ 建屋 
⑤ 送水管敷設 
⑥ 配水管敷設 
⑦ 高架水槽設置 
⑧ 給水栓設置 
 

2) 事業の進捗 

① 進捗状況 
機材・材料の調達を、７月より開始し、建設工

事の 2月 28日現在の進捗は以下のとおり。 
a) 配水管 整備済：1,950m 

(埋め戻し完了) 

b) 送水管 計 画：1,335m 
整備済： 180m 

c) 高架水槽 基礎工事完了 

d) 給水栓 整備済：8 

今後に予定される作業は以下になる。 
a) 井戸の掘削、水中ポンプ据付：2箇所 
b) 井戸管理所建設：2棟 
c）送水管設置: 1,205ｍ 
d) 高架水槽据付：構造物建設及び FRPタンク
据付 
② 今後のスケジュール 
2 本の成功井戸を得るため 2 月 28 日までに 5
本の井戸が掘られ現在 6 本目の井戸を掘削中
である。残りの水中ポンプ据付、送水管工事

および高架水槽工事は 4月 30日までに完了す
る予定である。 
 
3) 品質管理 

品質管理については以下を参照。 
① コンクリート：試験練り報告書、現場試験

報告書 
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② 補強筋：規格証明書(ミルシート) 
③ 井戸掘削：揚水試験レポート 
④ 水質：現場簡易水質試験結果 
     ラボラトリー試験レポート 
⑤ 漏水チェック：管路の通水試験結果 
⑥ 井戸掘削：揚水試験レポート 
⑦ 水質：現場簡易水質試験結果 
     ラボラトリー試験レポート 
⑧ 漏水チェック：管路の通水試験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

φ=75 L=0.41km 

φ=40 L=0.26km 

φ=40 L=0.23km 

φ=75 

φ=50 L=0.21km 

φ=50 L=0.61km 
φ=50 

L=0.66km 

 φ=50 L=0.17km 

L=0.46km

Elevated Tank 

凡例

井戸（故障） 

井戸（稼働中）送水管

新規掘削井戸

配水管

公共水栓

Block B Block C Block A 

0 500m 

給水タンク計画 

実施スケジュール 

給水施設配置図 

Year
Work Item Month
Borehole Drilling 3nosx2places

Pumping Test 3nosx2places

Submersible Pump Installation 2 places

Building Work BUILDING WORK

Transmission Pipe Laying 

Distribution Ppe Laying 

Elevated Tak Installation

Hydrant Installation 

  

12117 8 9 10
2006 2007

1 2 3 4

Procurement Construction Work
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4) 運営・維持管理計画 
 
運営維持管理計画は本来南スーダン政府によ

って決定されるべきものであるが、参考まで

に本調査に於ける検討結果を述べる。 
 
1) 組織 
パイロット給水事業の維持管理組織は州政府

傘下の Urban Water Corporationと考えられる。 
しかしながら要員が不十分であり、ポンプ及

び発電機の稼動に 2 名の運転技術者の配置は
可能としても 24時間の維持管理体制をとるこ
とは困難である。 
したがって、受益者がこのパイロット給水事

業の維持管理に参画することが必要となる。

受益者は利用者組合を結成し、給水栓におけ

る水配分の公平性の確保とそれに基く水料金

の徴収業務の任にあたることが想定される。 
以上を踏まえたパイロット給水事業の運営・

維持管理組織案を図に示す。 
 
2) 運営・維持管理項目 
それぞれで分担することが期待される運営・

維持管理項目は以下のとおりである。 
Urban Water Corporation 
-給水計画の立案 
-維持管理のための資機材の調達  
-ポンプの設置、引き上げ 
-年間 1-2回の施設全体の点検  
‐水利用組合への維持管理技術にかかるトレ

ーニング、衛生教育 
ポンプ操作員 
-ポンプと発電機の運営 
-ポンプと発電機の日常的点検  
-操作室の清掃 
水利用組合 
-水料金の徴収 
-水道栓による水配分の公平性の確保 
‐給水栓周りの各施設の日常的点検、UWAへ
の報告 

 
3) 維持管理費 
想定されるパイロット給水事業の維持管理費

は以下のとおりである。  

項目 費用USD/年

UWA要員の経費 600

オペレーターの給料 14.400

水利用組合役員への報

酬 
    1,646

燃料費    15,610

運営費  

計    32,256

UWA要員の経費    300

施設維持費（材工共）   5,354

維持費 

計     5,654

合計    37,904

 
4) 運営計画 
上記費用は次のように分担する。 

維持管理費 (USD/年)

Urban Water Corporation 

 UWA要員の経費 900

 Operator給料 14,400

 計 15,300

水利用組合 

 組合役員報酬 1,646

 燃料費 15,610

 施設維持費 5,354

 計 22,610

料金 (USD/月/世帯)

 22,610USD/460世帯 4.1

組合員から水費として 4.1USDを徴収する。こ
れは、ジュバ既存上水道の Second Class 世帯
に対する水費（900USD/世帯/月）に相当する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Ministry of Physical Infrastructure 

Urban Water Corporation 

Administ
-ration

General
Section

Stores Water Dis 
-tribution 

Water Pu 
-rification 

Account

Munuki Council 

WUA1 WUA2 WUA3 WUA4 WUA5 WUA6 WUA8

Head of Committee 

Administrator 

Water Watchman 

Hygiene Committee 

Accountant 

O
pe

ra
tio

n 
M

ee
tin

g 

Operator 

Organization Chart for Operation and Maintenance 

 

運営組織 
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16．コミュニティ支援事業 
 

(1) 事業概要 

1) プロジェクトの目的と効果 

プロジェクトの目的 
ジュバ市街及び周辺地域の一般住民の生計向

上のため基本的職業技能（ジュバ市の復興に

役立つもの）訓練プログラムを確立する 
プロジェクトの効果 
本事業は以下の効果も見込んでいる。 
①ジュバ地域住民がジュバ市の発展から疎外

されることを防ぐ、 
②建設及び他の経済活動への域内人材供給に

よる貢献、 
③技能を利用した小規模起業の促進、 
④国外への経済的漏出を削減することによる

国内投資効率の向上。 
 

2) プロジェクトの内容 

・ 訓練プログラムの実施母体の設立 
・ 技能訓練プログラムを実施するために適し

た施設、機械･器具･工具、資材を備えた訓

練センターの確立。訓練内容は、大工･左

官・配管･電気配線・車両整備修理･機械･

電気器具修理･木工・溶接その他 
・ 当該の技能訓練および技能習得と起業にか

かわる基礎知識教育プログラムの確立 
・ 初回の技能訓練プログラムの実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  プロジェクト所在地 

 
 

3) 実施主体と契約概要 

策定した計画に基づき実施主体となり得る

NGOを調査した結果、2つの国際 NGOが実施
能力と実施意思があることを確認し、両者と契

約のための協議を行った。その結果、SFM
（Swedish Free Mission）のみと実施契約を結ぶ
こととなった。 
主契約内容 
科目 ：建設･木工・電気工事･ 

金属加工･配管の 5教科 
訓練者数 ：80名（各科目 16名） 
所在地 ：左下図参照 
 
プロジェクト期間 
技能訓練 ：2006年 7月中旬～2007年 1月

中旬（2月末までに延長） 
プロジェクト ：2006年 7月～2007年 1月中旬

（2月末までに延長） 
 

(2) 事業実施 

1) 事業の成果 

訓練プログラムは契約上の予定よりも 1 カ月
半強の遅れとなる 2006年 9月 11日に開始され
た。このため訓練の終了時期は 2007年 2月末
までとなった。 
訓練センター建物建設 
訓練スペースと機械類を風雨や盗難から守れ

る構築物として、発電機を備えた訓練センター

建物は 2月末までに完成した。 
工具・機械の調達 
プロジェクト期間中の訓練および将来の訓練

実施に必要な工具・機械は、損耗品とみなさ

れるものと一部将来の訓練実施時の購入に持

ち越された品目を除き調達されている。 
訓練生 
79 人の若者を中心としたジュバ住民が訓練生
として登録し、その 10％以上を女性が占めて
いる。このうち 60名が訓練を修了した。建設：
19名（うち女性 5名）、木工：8名（同 1名）、
電気工事：17 名、金属加工：4 名、配管：12
名（同 4名）
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研修生の基礎学力および特に英語の識字率は、

その学歴とアラブ語を使用していた以前の教

育制度の影響のため大幅に異なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

講習中の訓練生 
 
訓練プログラム 
訓練プログラムは科目によりさまざまな条件

の下で実施されたが、その実績は訓練講師の

実施内容に負うところが大きく、機械類の調

達によるところは一部である。終了した訓練

生は基本的に各分野の基礎知識と技術を身に

付けて研修生も満足しているが、例外的科目

が一教科ある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
訓練組織の構築 
プロジェクトスタッフと訓練講師はすべて雇用

済みであるが、組織運営や組織的活動を行うた

めの中心人物を欠いているため、プロジェクト

組織は自主性をもつに到っていない。財務関係

ではデータ処理及び処理結果と契約予算との結

び付けが不十分な状態にある。スタッフおよび

訓練講師のコンピュータ利用能力の低さもあり、

報告書及び業務に関する記録等の書類作成業務

のレベルは低いままに止まっている。 
訓練修了者への支援活動 
SFM は主として自身の建設・製作活動の場を

利用し、訓練修了者に就業機会を提供するこ

とを一部実施し、一部は計画中である。 
 

2) 評価・提言 

全体的評価：プロジェクト目標の達成 
「ジュバ市街及び周辺地域の一般住民の生計

向上のため基本的職業技能（ジュバ市の復興に

役立つもの）訓練プログラムを確立する」とい

うプロジェクト目標の達成については、建物の

建設及び主要機材の据付が完了したことも含

め、一応達成されたと評価される。 

実施スケジュール 

Year
Work Item                    Month 6 7 8 9 10 11 12 1 2

PREPARATRY

Tool Procurement

Material Procurement

Building Construction/ Rehab.

Instructors and Staff  Recruit

Training Course Prep.

TRAINING PROGRAM

Participant Recruit

Basic Training

Participation to Preparatory

Specialized Training

PERSONEL ASSIGNMENT

Project Manager

Logistics/Procurements

Bookkeeper/Cahier

Instructors

Guards

REPORTS

Monthly Report Progress Report Monthly Report Monthly Report Monthly Report Completion Report

2006 2007
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運営組織の確立 
運勢組織自体は適切なものが設立されている

が、組織としてまだよく機能しているとはいえ

ない。プロジェクト組織ならびに SFM-ジュバ
の予算管理能力は今回のような大規模新規事

業立ち上げには十分とはいえないが、通常業務

の実施には十分な能力を有する。 
訓練プログラムの確立 
訓練プログラムの効果については本来、訓練生

が習得した技術・知識を実社会でいかに活用し

ているかで判定するべきであるが、今回訓練生

は各分野で最低必要とされる技術・知識の基礎

を習得したとみられる。したがって今後訓練プ

ログラムの改善がかなり必要とされるものの

今回の訓練はそのプログラムの有効性を示し

たと評価できる。 
提言 
調査団として以下の提言を行った 
・ 有能な組織の中心人物の獲得 
・ 財務・予算管理の改善 
・ 訓練プログラムの継続的改善： 

- 訓練期間開始前の事前準備の充実 
- 対象訓練生の特性・知識技能の習得目標・ 
  訓練期間についてバランスの取れたアプ 
  ローチ 
- 訓練実施の際の言語上の問題に対する体 
  系的取組み（必要がある場合） 

・ 訓練講師の能力強化 
・ 現金収入活動の訓練活動への組込み 
・ 対象とすべき訓練生の適切な選定 
・ 雇用競争が高まっている中、有能なスタッ

フと訓練講師確保対策の重要性 
・ JICA からの継続的支援が見込まれるので、
その機会を利用した組織運営及び組織力強

化への集中的取組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

卒業式（2007年 3月 7日） 
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提  言 

 
計画／実施上の提言 

 

1) 計画の認定 

 

関係者が共通の方向・目標を持って系統的にジ

ュバの復興･開発を推進するためには、本調査

で策定した生活基盤整備計画が 2015 年までの

マスタープランとして正式に認定される必要

がある。本計画を構成する事業／プログラムが、

国家･地域開発計画に組み込まれれば予算の裏

づけが明確となる。 

 

2) タイムリーなフィージビリティ調査の実施 

 

マスタープランではプロジェクトの概念と概

要が決められるが、詳細はフィジビリティ調査

により決定される。計画通りに事業を進めるた

め、タイムリーにフィジビリティ調査を実施す

る必要がある。 

 

3) 資金の確保／増加 

 

計画の実現には多額の資金が必要である。資金

増加のため、次のような様々な手段を検討し、

導入をはかるべきである。 

・ PPP 又はそれに類似したスキームの適用及び

収益の見込まれるプロジェクトにおける民

間投資等、民間資金の活用をはかること。

そのためには、投資環境を整備する必要が

あり、市場整備、優遇税制、関連インフラ

の整備等を行うこと。 

･ 受益者負担および原因者負担の原則に則り

税収の増加をはかること、また、公的サー

ビスに対する料金・税金の見直しを行うこ

と。 

・ コミュニティの人的･物的資源の有効活用を

はかること。 

 

4) 労働集約型施工の導入 

 

労働集約型施工を導入すれば、建設事業におけ

る雇用機会を増加させることができる。これは、

下位道路の建設や維持管理に適用可能である。

労働集約型施工に適するプロジェクトにおい

て、契約条件として建設機械の使用を制限する

等、労働集約型施工の促進策を講じることを提

言する。 

 

 

 

5) 十分な維持管理の実施 

 

十分な維持管理を行うことは極めて重要であ

る。維持管理の目的と効果は次のとおりである。 

・事業効果がフルに発現するよう、施設を常時、

良好な運用状態に保つこと。 

・施設が、大規模で高価なリハビリテーション

が必要な状態になるほど劣化することを防

止すること。 

・施設の耐用期間を延ばすこと。 

・以上の結果、施設のライフ･サイクル･コスト

を最小にすること。 

 

6) 地場産業としての建設関連業の育成 

 

地場産業としての建設関連業の育成は、地域の

社会経済発展のため重要である。次の分野で可

能性がある。 

・コンサルタントサービス 

・建設 

・建設資材供給 

・技術調査 

・技能訓練 

・建設機械リース、契約保証･保険、資金貸し

付け等の建設支援業務 

地域の建設関連業の促進をはかるため、政府が

次のような方策を講じることが望ましい。 

・建設機械リース市場の確立 

・地場の中小企業に対する保証制度の創設 

・地場企業に対する融資システムの構築 

・技能工、機械工、建設機械オペレーター等の

養成及び公的技能認定制度の確立 

・地場企業を優遇または地場企業に限定した入

札の実施 

当面は外国企業との共同企業体でプロジェク

トに参画し、徐々に地域企業のシェアを増やし

ていくのが現実的である。 

 

7) 計画の見直し 

 

本計画は、人口、市域の拡大、経済活動、都市

構造、土地利用等の将来の社会経済状況を仮定

し、それに基づいて策定されたものである。折

に触れて計画の見直しを行い、社会経済状況の

変化に応じて調整する必要がある。 

 



 

38 

環境社会配慮に係る提言 

 

8) 的確な環境アセスメントの実施 

 

環境関連法は米国の支援で整備されることに

なっている。事業実施にあたり、それを速やか

に適用しなければならない。環境アセスメント

の実施過程では、公聴会やステークホルダー会

議を実施するとともに情報公開を行い、事業に

対する公共のコンセンサスを形成することが

肝要である。 

 

9) 交通安全への配慮 

 

道路建設･改良が進むと、高速度で車両が走行

するようになる傾向があり、その結果、交通事

故が増加する虞がある。交通安全施設の設置、

交通安全教育、交通取締りの強化等の安全対策

を実施することが必要である。 

 

制度に係る提言 

 

10) 行政組織の改善 

 

現在の行政組織の問題点は次のとおりである。 

・南スーダン政府と州政府間、及び省間の役割･

任務分担が不明確な場合がある。 

・完全に任務を果たすには、職員数が不足して

いる。 

・それぞれの業務を熟知していない職員が多い。

また、職員数を増強する必要があるが、経験

のある人材の雇用は容易ではない。 

組織を改善するためには、十分な組織の構築、

職員数の増強、職員の能力開発が必要である。 

 

11) 事業実施手続き･手法の整備 

 

事業実施に係る政府組織を充実させるととも

に、事業に必要な用地を確保する標準手続きを

確立し、事業の円滑な実施を図る必要がある。 

 

12) 建設用輸入資機材の優遇税制 

 

現在、輸送コストが高価であるため、資機材コ

ストが暴騰しており、その結果、事業費が過度

に高くなっている。暴騰を緩和するため、輸送

ルートを改善することが必要であるが、それに

加えて、輸入資機材に対する優遇税制（場合に

よっては、関税免除）の適用を提言する。 

 

 

13) 土地市場の整備 

 

経済価値を反映した健全な土地市場の整備は、

インフラ整備事業の実施のみならず、土地利用

計画を実現するための用途制限又は誘導を行

うため、また、民間資本の導入をはかるために

も不可欠である。従って、土地関連法を整備し、

土地の権利者を明確にした上で、土地市場を整

備しなければならない。 

 

コミュニティ開発に関する提言 

 

14) コミュニティ独自の開発計画の策定 

 

政府がコミュニティ開発の基本方針を打ち出

し、政府とコミュニティの役割分担を明確にし、

コミュニティの計画実施能力を高める方策を

施すこと。 

各コミュニティは、政府の基本方針に沿って、

コミュニティ主導で、独自の開発計画を作成す

ることが望ましい。 

 

15) 政府との連携 

 

コミュニティ開発に係る事業は、政府主導で実

施するもの、コミュニティ主導で実施するもの、

政府とコミュニティが共同で実施するものに

分けられる。コミュニティとしては、政府主導

事業の推進を政府に働きかけること、コミュニ

ティ主導事業について政府に必要な支援を要

請すること、共同実施事業については、政府と

密接に協議することが必要である。 

 

16) 政府主導事業へのコミュニティの参画 

 

インフラ整備事業は政府主導プロジェクトで

あるが、次の形でコミュニティの参画が可能で

ある。 

･ 計画段階：事業の計画に住民の意見を反映さ

せるため積極的に意見を具申すること。 

･ 建設段階：人材を提供すること、また、コミ

ュニティに小規模工事を実施できる組織を

構築し、政府から工事を受注する。 

･ 運営・維持管理段階：給水･電力供給事業の

場合は、水管理組合のような組織を構築し、

直接運営を行う。また、維持管理においては、

人材の提供、及びコミュニティに維持管理業

務を実施できる組織を構築し、政府の委託を

受けて維持管理業務を実施する。 
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